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身体活動量計は大学生の身体活動量の増加
および座位行動の減少に貢献するか
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要 旨
本研究は座位および臥位状況を即時にフィードバックできる活動量計を用

い，大学生の座位・臥位時間，立位時間，歩行時間，歩数，身体活動量に及ぼ

す影響を明らかにすることで，この活動量計が身体活動量の増加や座位行動の

減少に貢献するプログラムやツールとして有効であるかを検討した．その結

果，座位・臥位時間，立位時間，歩行時間，歩数，身体活動量すべての項目に

有意な変化が認められなかったことから，この活動量計は，大学生における身

体活動の増加や座位・臥位行動の減少への貢献度が小さい可能性が示唆された．

キーワード：活動量計，身体活動増進プログラム，身体活動，座位行動

１．背 景

厚生労働省が中心となって，「健康づくりのための運動指針2006（エクササ

イズガイド2006）」が策定され，身体活動量の目標値が数値化された１)．その

後改定された「健康づくりのための身体活動基準2013」においても，その目標

値がおおむね引き継がれた．健康づくりのための身体活動量の目標値は，18歳

から64歳においては，3METs 以上の強度の “身体活動” を23METs・時/週以

上，そのうち 4METs・時/週以上は “運動” で確保することと提唱されてい

る２)．23METs・時/週という身体活動量は，歩数に換算すると6,000から
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10,000歩/日程度を 1 週間継続することと同等であることが報告されてい

る３,４)．なお，身体活動とは，Caspersen et al.５）によって，「随意的・意識的

な骨格筋活動により，安静時よりもエネルギー消費が高まるすべての活動」と

定義されており，エクササイズガイド2006や身体活動基準2013においても，“身

体活動” は身体を動かす全ての活動で，運動と生活活動のいずれも含まれる．

なお，エクササイズガイド2006や身体活動基準2013においては，“運動” とは

体力の向上を目的とした意図した身体活動，体力の向上を意図しない身体活動

を “生活活動” と定義され（図 1 ），18から64歳においては身体活動量の算出

には 3METs 以上の活発な身体活動で計算し，3METs 未満の身体活動は身体

活動量の計算に含めない（65歳以上の高齢者においては，強度を問わず，1 日

40分以上または 10METs・時/週以上の身体活動量が目標値となっている）．

図 1．身体活動，運動，生活活動の関係１）

2006年に身体活動量の目標値が示されてから，すでに10年が過ぎようとして

いるが，日本人の身体活動量（歩数）は，2006年（男性7,503歩/日，女性

6,762歩/日）から2014年（男性7,099歩/日，女性で6,249歩/日）にかけて，男

女ともに500歩近くの漸減傾向にある６)．日本人全体の歩数の減少は，高齢者

の増加によるものとも考えられるが，60歳代の男性37.3％，女性34.9％が，70

歳以上の男性49.4％，女性37.2％が運動習慣を有し，その割合も年々増加して

いる一方，30歳代の男性は13.1％，女性は12.9％と各年代で最も低く，次いで
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20歳代の男性16.3％，女性16.8％と続き，身体活動が不足した若年者の増加が

日本人の歩数の減少に寄与している可能性は否めない．高齢者においてはエク

ササイズガイドや身体活動基準の策定が功を奏しているようだが，若年者には

効果が現われておらず，若年者への対策が急務と言える．また，身体活動量に

加え，岡ら７）は，座位・臥位行動や身体不活動(注１）は死亡リスクの独立した要

因であることを検証した複数の研究報告をまとめ，身体活動量だけでなく，こ

れらを把握することの大切さを指摘している．

身体活動量の増加を促すために歩数計（活動量計)(注２）の使用・提供が有効

であることが指摘されている８,９)．しかしながら，これまでの活動量計は現在

（実際は過去の情報である）の身体活動量を把握することは可能であるが，そ

れによって十分な身体活動量を確保できないままに 1 日の生活を終えてしまう

ことがある．さらに「目標に足りなかった分は明日以降で賄おう」と思っても，

行動に移せず，また身体活動量が不足し，それが数日続くことで徐々に活動量

計を装着しなくなる．継続して装着し，自己評価をする動機付けが難しい．そ

こで，現在の身体活動量を把握するだけでなく，座位・臥位行動が一定時間続

いていることを即時に知らせ，身体を動かしていないことを認知させることが，

身体活動を促し，身体活動量が不足のまま 1 日が終わることを防ぎ，身体活動

量の増加に貢献するものと期待される．

活動量計を身体活動の促進ツールとして期待され，その効果を検証した研究

の多くは，現在までの身体活動量やエネルギー消費量，歩数を確認できる・

フィードバックされる機種によるものであった．一方，座位・臥位時間や身体

不活動時間は，独立して健康に影響を及ぼすことから，座位・臥位状況，身体

不活動をフィードバックできる活動量計は，身体活動量の増加や身体不活動の

減少を目的としたプログラムやツールとしての有効性に期待を寄せられるが，

その検証は十分でない．座位・臥位行動や身体不活動を減らすための介入研究

の成果を蓄積していく必要性が指摘されていることからも10)，本研究はその一

助となろう．

そこで本研究では，運動習慣が無い大学生（20歳代）を対象に，座位・臥位

状態が一定時間継続すると，それを知らせる即時フィードバック機能を有する
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活動量計を装着してもらい，座位・臥位状態を即時にフィードバックする活動

量計の使用が，身体活動量や座位・臥位時間，立位時間に及ぼす影響について

検討することを目的とした．

2 ．方 法

（1）対 象 者
対象者は内科的・整形外科的疾患がなく，自立して生活ができることと，

運動習慣（ 1 回30分以上の運動を週 2 回以上， 1 年以上の継続）の無い大学

生とした．

研究代表者はＫ大学教育学部 2 年次から 4 年次の20歳代の学生約450名に対

し，研究の内容や方法について口頭および文書にて説明をし，対象者を募った．

その結果，研究内容に同意した 6 名の学生（男子学生 2 名，女子学生 4 名）が

自らボランティアとして集まった．なお， 6 名のうちの女子学生 1 名が活動量

計をほとんど装着することができず，研究方法を遵守できなかったことから，

ドロップアウトしたものと見なし，データ分析の対象からは除外した（分析対

象者は，男子学生 2 名，女子学生 3 名の計 5 名であった）．

（2）研究方法
①身体的特徴

身長は身長計を用い，0.1㎝刻みで測定した，体重および体脂肪率は身体組

成計（タニタ社製，BC-190）を用い，体重は0.05㎏刻みで測定し，それぞれ

小数第 2 位を四捨五入し，小数第 1 位まで表した．体格指数（body mass index;

BMI）は体重（㎏）を身長（ｍ）の 2 乗で除して表した．

②測定・調査項目とその方法

ａ）運動習慣の有無

運動習慣の有無については自記式質問紙またはインタビュー形式にて調査

し，運動習慣が無いことを確認した．

ｂ）介入開始前の身体活動量調査（図１）

介入開始前の身体活動量（3METs 以上の活動，METs・時/週）， 1 日24時
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間のうち睡眠を含む座位および臥位状態の占める割合（座位時間率，％），立

位状態の占める割合（立位時間率，％），歩行状態の占める割合（歩行時間率，

％），歩数を 1 週間にわたって計測した．それぞれ 3 軸の加速度計を内蔵した

活動量計（activPAL 社製，activPAL3vt）を用いて測定した．この活動量計

の特徴・機能は，サイズが35×35×7㎜，重量が15ｇ，測定周波数が20Hz，

Epoc 長が15秒，座位・臥位状態が一定時間以上継続すると活動量計自身が振

動し，対象者へフィードバックすることができる．座位・臥位の継続時間の

フィードバック設定は分単位でおこなえる．また，この活動量計は座位・臥位

と立位の判別率が95.9％と非常に高く11），この活動量計を用いた身体活動増進

介入への活用が期待されている12,13)．対象者には，この活動量計を大腿部前面

に耐水・防水性のテープで貼布してもらった．ただし，水中活動（水泳や入浴）

のように長時間にわたって身体（大腿部）が水没する場合やコンタクトスポー

ツを行う日は装着せず，測定の対象外とした．原則24時間の装着としたが，介

入中（身体不活動が継続するとフィードバックのために活動量計自身が振動す

る）は，起床時から就寝時まで装着していることとした．本研究では，座位・

臥位の活動強度を1.25METs 未満，立位を1.4METs 未満，歩行活動は 3METs

以上で 1 分間あたり100歩以上のペースがあったものを歩行と認識するよう活

動量計の設定をおこなった．

ｃ）介入中の身体活動量調査

最初の 1 週間は10分以上の座位・臥位状態が続くとフィードバックされるよ

う設定され，後の 1 週間は30分に設定された群（10-30群）と，最初の 1 週間

は30分以上の身体不活動が続くとフィードバックされるように活動量計が設定

され，後の 1 週間は10分に設定された群（30-10群）の 2 群に対象者をランダ

ムに分け，合計 2 週間にわたって身体活動量を計測した．最初の 1 週間と後の

1 週間の間には，3～7 日間のウォッシュアウト期間を設けた．

なお，介入開始前と介入中ともに，活動量計を 1 日10時間以上装着できてい

る日をデータ解析に有効な日とし14)， 4 日以上（ 1 日は休日を含む）の有効日

のデータを解析した15）．有効日が 4 日に満たない場合は 1 週間を超えて活動量

計を装着し， 4 日以上のデータを収集できるまで計測してもらった．
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③活動量測定および活動量計装着に関する感想

介入後，対象者に活動量測定および活動量計装着について質問紙およびイン

タビューをし，自由に感想を述べてもらった．

④統計処理

身体活動に関する測定項目（座位時間率，立位時間率，歩行時間率，歩数，

身体活動量）において，介入前と介入中 1 週間目および 2 週間目の平均値の差

の有意性を検証するために，対応のある一元配置分散分析を施した．身体活動

に関する各測定項目の変化における群間差（交互作用の有意性）を検証するた

めに，時間（介入前，後）と群を要因とする繰り返しのある二元配置分散分析

を用いた．結果は，平均値±標準偏差で示した．統計処理は，統計処理ソフト

（SPSS11.5J for Windows，SPSS 社製）を用いておこなわれた．統計的有意水

準は 5％未満に設定した．

（3）倫理的配慮
本研究は皇學館大学研究員会の承認を得て実施された．また，対象者には研

究の内容と個人情報の保護等について口頭および書面にて説明をおこない，同

意を得たうえで実施した．

3 ．結 果

（1）対象者の身体的特著
対象者個人ごと，群ごと，全体の身体的特徴を表 1 に示した．

表１ 対象者の身体的特徴
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（2）身体活動量および身体活動時間，歩数の変化
両群ともに，座位時間率，立位時間率，歩行時間率，歩数，身体活動量のす

べてにおいて，介入開始前と10分間の介入時，30分の介入時に有意な差は認め

られなかった．また，両群間に有意な交互作用は認められなかった（表 2 ）．

表 2 介入前と介入中の座位，立位，歩行の時間率と歩数，身体活動量

（3）身体活動量測定および活動量計装着に関する感想
身体活動量測定および活動量計装着に関する感想を表 3 に示した．

表 3 身体活動量測定および活動量計装着に関する感想
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4 ．考 察

介入前の身体活動量が2.4±0.7 METs・時/日（週当たり16.8 METs・時）

と，エクササイズガイド2006等で定められている身体活動量の目標に達してい

なかったにもかかわらず，介入中においても2.2±0.2METs・時/日（TEST 1

時点），2.4±0.6 METs・時/日（TEST 2 時点）と変化はなかった．

他の先行研究では，活動量計の提供が身体活動量を増加させたとの報告もあ

るが，介入初期の一時的な増加によるもので介入初期から後期にかけて身体活

動量が減少する可能性は否めない16,17)．しかしながら，本研究では一時的にも

身体活動量の増加はなかった．

インタビューの結果から，すべての対象者は座位・臥位状態が継続している

ことは認識しているものの，その改善には至らなかった．したがって，本研究

で用いた活動量計は対象者に座位・臥位が継続していることへの認知・認識を

与えるものの，身体活動を増やすための行動に移すことはなく，身体不活動時

間の減少，中強度以上の活発な身体活動や運動の増加には寄与しない，行動変

容にはつながりにくいことが示唆された．

本研究の対象者は教育学部に所属する大学生であり，大学生は社会人と比べ

時間的に余裕があると思われているが，その対象者のうち 2 名（ 3 年次生）は

月曜日から土曜日まで， 1 日に 2 ～ 3 コマ（ 1 コマ90分）の授業を履修してい

た．放課後の活動は，文化系のクラブ活動に興じるなど，繁多な学生生活を

送っていた．授業時間中やクラブ活動中に身体不活動を知らせる警告があった

が，活動することはできなかった．

わが国において身体活動量（歩数）が少ないのは30～50歳代の男性といわれ

ている．身体活動量が少ない理由として，「仕事等が忙しく運動する時間が無

い」こと18)，就業者は勤務時中の座位時間の割合が60％を超えることが挙げら

れる19)．本研究の対象者が，一般成人男性の特徴に近い社会的特徴を有してい

ると考えれば，この活動量計は一般成人男性の身体不活動時間の減少および身

体活動量の増加が見込めない可能性がある．就業者を対象に，就業中，45分間

のデスクワークが続くとパーソナルコンピュータのモニタ画面上に座位行動を
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中断するよう提示がある介入研究をおこなった結果，座位時間の減少につな

がった報告があるが20），それは活動できる環境（会社・組織において積極的な

健康づくり支援がおこなわれているなど，健康に対する意識と理解が高いこと）

であったことが考えられる．健康づくりに取り組みやすい職場づくり（例えば，

勤務状況の改善，施設設備等の配置，健康づくりを目的とした福利厚生の充実

など）といった環境や組織への介入（改善）も必要となろう．

一方， 4 年次生( 3 名）は，授業時間は少なく，クラブ活動も引退をし，卒

業論文の完成を控えつつも，比較的時間に余裕があったり，活動しやすい環境

にあったりしたはずである．しかしながら，身体活動量は増加しなかった．イ

ンタビューの回答に，「身体活動をおこなうことに面倒さや身体活動以外の活

動（身体活動を伴わない趣味）を優先してしまった」という意見が全ての対象

者から得られたことから，身体活動よりも他の活動のほうが「楽しさ」を感じ

ているのかもしれない．座位・臥位状態が続くことの危機感やその理解の欠如

も考えられる．活動量計を用いるだけでなく，同時に健康教育の改善と充実も

図らなければならない．また，卒業論文作成の “ストレス” が身体活動量減少

の原因であるならば，ストレス耐性を高めたり，身体活動によってストレスを

解消したりするなど，包括的な健康教育を充実させることが求められる．

座位時間と負の相関が認められる 3 METs 未満の低強度の “運動” ではない

自発的な身体活動（non-exercise activity thermogenesis: NEAT），エクササ

イズガイドでは生活活動にあたる活動が，健康に関与していることを指摘する

報告も見受けられる21)．1 日全体の身体活動に占める NEAT の割合は歩行よ

りも大きいことからも22)，座位時間を減らすことと同様，NEAT の時間を増

やす試みがなされている．本研究では座位時間，立位時間，歩行時間すべての

割合が変化していなかったことから，NEAT の増加があったとは考えにくく，

NEAT の増加には寄与しなかった．就業者が非常に忙しくしているわが国に

おいて，NEAT を増やすのは容易ではない．

NEAT は活動強度が低い上，身体活動指針に定義される “運動” ではない

ため，むしろ NEAT を減らし，中強度以上の身体活動量や運動量を増やすこ

とが望ましいとも考えられる．中年男性を対象に運動教室でウォーキングから

座位行動を即時にフィードバックできる身体活動量計は大学生の身体活動量の増加および座位行動の減少に貢献するか

― 97 ―



ジョギング程度の運動を実施したところ，運動教室で得られる歩数（身体活動）

以外に，教室の無い日に歩数（身体活動）が増加し，それによって健康度が改

善したという報告がある一方23)，運動量を増やすべく，運動教室への参加や運

動トレーニングを実施した結果，それが NEAT の減少を引き起こしたという

報告も少なくない．とくに，高齢者や肥満女性といった低体力者や運動強度が

高くなるとその傾向は顕著のようである24)．強度の高い運動は心疾患の治療や

リハビリ，肥満解消やメタボリックシンドロームの改善が認められているが25)，

一方で，強度の高い運動は長時間実践することができないうえ，疲労等により

座位・臥位時間が増加やそれによって NEAT が減少し，その結果，1 日の身

体活動量や総エネルギー消費量はあまり増えないということも起こりえる．中

強度以上の運動量の増加と NEAT の減少が健康づくりに寄与するかは，今後

も検討が必要である．また，現在は身体活動量の確保，運動習慣の定着が重要

な課題となっている．運動教室の参加によって一時的に身体活動量・運動量が

増えたとしても，教室終了後も高い身体活動量を確保するために運動習慣が定

着しているとは限らない．運動習慣の定着や健康の維持にどのくらい貢献する

かは今後の課題である．

（1）今後どのような活動量計が身体活動の増進に貢献できるか
―インタビューの回答から考えられること―

インタビューにおいて，「現在の身体活動量が把握できなかったことが身体

活動の促進につながりにくかったと感じた」と回答した対象者がいる．本研究

で用いた活動量計は座位・臥位状態が延長していることをフィードバックする

ものの，現在の身体活動量などの情報提示がない．本研究で用いた活動量計は

健康づくりにはネガティブな情報をフィードバックするものであったことが，

身体活動量の増加や座位・臥位行動が減少しなかった可能性がある．歩数計等

の提供によって身体活動の増加が認められた研究の多くは，現在の身体活動量

や歩数，GPS 機能より歩行距離などをフィードバックし，目標達成までの差

を示したり，目標達成を伝えたりするなどポジティブな情報をフィードバック

することが主であった．この活動量計による情報だけでなく，このような
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フィードバックを付加することで，より大きな効果を引き出せるかもしれない．

活動量計を大腿部に装着することの煩わしさを訴えた対象者もいる．腰部や

手足首に装着する活動量計とは違い，脱着に手間がかかる．また，皮膚に貼り

つけることから，テープ等によるかぶれなどが起こりやすい．そこまでして，

身体活動の状況のフィードバックを求めたくないというのが対象者の本音のよ

うである．身体活動増進研究として，精確な測定機器が必要であるが，日常生

活の中で身体活動を促す情報を提供するだけであれば，ここまでして精確性を

求める必要はなく，近年多くのメーカーから発売されているウエアラブル端末

のように，デザイン性や機能性を重視したものでも十分であろう．

（2）身体活動・運動習慣の定着を促すために―健康教育や環境介入について―
時間や仲間，空間（場）が無いことを理由に身体活動が活発にならない者に

は，身体活動やスポーツ・運動の楽しさやその必要性，その理解を高めること

で，他の楽しい趣味と同様，身体活動をおこなうための時間や仲間，場を確保

するよう努めるであろう．身体活動の必要性についての理解を求める時は，「運

動不足は大きな病気に罹る可能性が大きいよ」といった危機感を扇動するよう

なアプローチよりも，「楽しさ」を伝え自主的に身体活動を促せるようなアプ

ローチを心掛けたい．また，体力や運動能力に自信がなく，人前で運動を行な

うことが恥ずかしいから，なかなか身体活動・運動を行なえない者もいるだろ

う．「できない」から「楽しい」と感じられない者もいるだろう．近年は，学

校教育現場において「勝利至上主義」，「技術向上主義」から，「スポーツの楽

しさ」を主眼においた教育の重要性が指摘され変移しつつあるが，ただ単に，

「楽しい」ことを体験するだけの教育・運動指導に偏り過ぎてはいないだろうか．

昔のような「勝利至上主義」「技術向上主義」に偏重した教育・指導を肯定す

るものではないが，「できる（た）」ことを体験させる教育・指導の大切さを忘

れないでいたい．

経済的な理由で身体活動・運動にかける時間を確保できない者がいる．経済

的に余裕のある人は時間的にも余裕があることが多い．ただし，これについて

は個人への健康教育，アプローチだけでは解決しない．社会全体の仕組みの改
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善が必要であり，政治・経済学的なアプローチが必要となる．個人でできない
こと（施設設備の整備充実，労働条件の改善，福利厚生の充実などの環境づく
り）は行政や企業が主導しなければならない．今後，国民の身体活動を増やし，
健康の保持増進を図るためには，社会と個人の努力が必要不可欠である．

身体不活動に陥る複数の要因を同時に解決しなければ，身体活動の増加や座

位・臥位行動，身体不活動の減少にはつながらないのかもしれない．

（3）研究の限界
本研究は，標本（対象者数）が少ない．対象者の無作為抽出・無作為割付け

ができていない，そのため正しい統計解析結果が得られず，客観的な検討が充
分でないなど，研究の質の上で課題が残る．症例報告にとどまるものとして理
解されたい．

本研究の対象者は大学生（教育学部）に限られる．とくに教育学部生は他の
学部生と比べ，体育など実技系の授業も多く，身体活動量が多くなる傾向があ
る．今後は，他学部生を集め検証する必要がある．また，20歳代，30歳代の若
年者に対して活動量計の配布と座位・臥位行動や身体不活動のフィードバック
が有効であるかは，大学生に限らず，他の社会的特徴ごとに対象者を集めて検
証しなければならない．
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7 ．注 釈

注１）身体不活動（physical inactivity）とは中強度以上（ 3 METs 以上）の
身体活動が不足している状態（ 3 METs 未満の低強度の身体活動のみの
状態）を指し，座位・臥位行動（sedentary behavior）とは，座位および
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臥位における1.5METs 以下のすべての覚醒活動と定義されている26)．厳
密には身体不活動と座位・臥位行動は異質のものであり，イコールの関係
ではない．つまり，活動的である（不活動でない，高い強度の運動を習慣
化している）ものの座位・臥位行動が多いため 1 日の身体活動量が総じて
少なくなることがあることや，不活動であるものの座位・臥位行動が少な
いため 1 日の身体活動量が総じて高くなることが起こりえる．

注 2 ）歩数計は 1 次元（ 1 軸）の加速度計により，機器本体の上下動から歩行
を感知し，歩数を計測する．活動量計には 2 次元または 3 次元加速度計が
内蔵されており，その加速度から歩行だけでなく，歩行を伴わない活動を
把握できる．加速度から活動強度を求め，活動強度と時間との積から身体
活動量（METs・時）を計測する．活動量計から歩数をカウントすること
も可能である．歩数を身体活動量の指標として用いられていることもある
が，歩数はすべての身体活動量を反映できるものではない．本研究では，
歩数計と活動量計を両者とも身体活動量を測定する機器として説明してい
る部分があるが，厳密には，歩数計と活動量計は異なる測定機器であるこ
とを理解しておく必要がある．
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